
１ 事業の概要

特別会計名： 徳島市水道事業会計

２ 財政指標等

財政力指数

資金不足比率（健全化法）（％） 財政力指数（臨財債振替前）

経常収支比率 （％） 実質公債費比率 （％）

将来負担比率 （％）

３ 合併市町村等における公営企業の統合等の内容

４ 公営企業経営健全化計画の基本方針等

徳島市水道が市民のみなさまに信頼されるライフラインとしての役割を果たすこ
とができるように、水道事業経営の基本理念（将来像）を「水都・とくしまの信頼
のライフライン」とし、「安心」、「安定」、「持続」、「環境・技術協力」の施
策別に目標を掲げ、今後、事業経営に取り組みます。

既 存 計 画 と の 関 係 徳島市水道ビジョン

公 表 の 方 法 等 ホームページ、１２月補正予算時に議会説明

基 本 方 針

計 画 期 間 平成２２年度～平成２６年度

計 画 策 定 責 任 者 徳島市水道事業管理者 久米 好雄

□ 新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
□ 旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
■ 該当なし

区 分 内 容

計 画 名 公的資金補償金免除繰上償還に係る徳島市水道事業経営健全化計画

９３．６（２１年度） ８．２（２２年度）

９５．２（２１年度）

資本費 ７２．８３（２１年度） ０．８６（２１年度）

（ 年度） （ 年度）

構成団体名

健全化判断比率の状況
□財政再生基準以上 □早期健全化基準以上 □経営健全化基準以上

計画期間：

団 体 名 徳島市 職員数 (H22. 4. 1現在) 176人

事 業 名 上水道事業（末端給水事業）

事業開始年月日 大正10年1月10日 地方公営企業法の適用・非適用 ■適 用 □非適用

公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画



５ 繰上償還希望額等

補 償 金
免 除 額

６ 平成２２年度以降における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【旧公営企業金融公庫資金】

(単位：千円)

371,485

区 分

旧運用部：年利5%以上
6%未満

旧簡保 ：年利5%以上
6%未満

旧公庫 ：年利5%以上
5.5%未満

旧運用部：年利6%以上
6.3%未満

旧簡保 ：年利6%以上
6.5%未満

旧公庫 ：年利5.5%以上
6%未満

旧運用部：年利6.3%以上
旧簡保 ：年利6.5%以上
旧公庫 ：年利6%以上

うち年利7%以上

269,661 78,995 22,829

事業債名

(単位：千円)

旧 簡 易 生 命
保 険 資 金

繰上償還希望額

旧 公 営 企 業
金融公庫資金

繰上償還希望額 142,984

269,661 78,995 22,829 22,829 371,485上水道事業債

合 計 (A) 269,661 78,995 22,829 22,829 371,485

公
営
企
業
債

旧資金運用部
資 金

繰上償還希望額

60,902 19,629

161,784

合 計

1,231 1,231 81,762

22,829

304,768

年利5%以上6%未満
(平成24年度末残高）

年利6%以上6.3%未満
(平成23年度末残高）

年利6.3%以上
(平成22年度末残高） 合 計

うち年利7%以上

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担

分

(

再
掲

)

うち年利7%以上

公営企業で負担するもの (A)-(B) 269,661 78,995 22,829 22,829 371,485

合 計 (B)

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上6%未満

(平成24年度末残高）
年利6%以上6.5%未満
(平成23年度末残高）

年利6.5%以上
(平成22年度末残高） 合 計

合 計 (A)

公
営
企
業
債

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担

分
(

再
掲

)

うち年利7%以上

公営企業で負担するもの (A)-(B)

合 計 (B)

(単位：千円)

事業債名
年利5%以上5.5%未満

(平成24年度9月期残高）
年利5.5%以上6%未満

(平成23年度9月期残高）

年利6%以上
(平成22年度末残高） 合 計

142,984 161,784 304,768上水道事業

合 計 (A) 142,984 161,784 304,768

公
営
企
業
債

※
上
記
の
う
ち

一
般
会
計
負
担

分

(

再
掲

)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 142,984 161,784 304,768

合 計 (B)


